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【概要版】 

５ 共助社会づくりを進めるための東京都指針の概要（案）  

共 助 社 会 づ く り を 進 め る た め の 東 京 都 指 針 の 策 定 に つ い て 

東京 2020オリンピック・パラリンピック競技⼤大会を契機に、都⺠民のおもてなし精神がボランティア⽂文化として定着することなどにより、共助社会を進めるため、指針を策定する。 
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優れた活動を社会に紹介する 

 

障害者、高齢者、外国人などの多様な活動を支援する 

ボランティア活動を身近なものとする ○イメージアップ広報 
○シンポジウムの開催 

○ポイント制度度の検討 

○都知事賞の贈呈 
○障害者の参加のための専⾨門家の活⽤用の検討 

○⾼高齢者の仲間づくりの場の⽀支援 
○⼤大使館等との連携による外国⼈人への情報提供の充実 

主な施策例 

 
   多くの人の参加意欲を高める 視点１ 

   視点３ 多様な主体が集積する東京の特性を活用する 

地域や社会の課題解決に向けて多様な主体が協働する 

東京全体で共助社会づくりを進める気運を高める 

○町会・⾃自治会と企業等が連携したモデル事業の構築 
○区市町村共助社会づくり担当者連携推進会議の設置 

○東京都ボランティア活動推進協議会活動の活発化 

主な施策例 

 

   視点２ 活動しやすい環境を整備する 

多忙な人も参加できる短時間メニューなどを開発する 

活動側と受入側とをつなぐコーディネーターを増やす 

活動に関して量・質ともに充実した情報を提供する 

平時において災害に対する体制を整える 

○東京ボラセンと区市町村ボラセンとの情報共有 

○⾼高齢者への⾃自⾝身の知識識・経験を⽣生かせる活動の紹介 

○「ちょこっとボランティア」事業の展開 
○「第三の居場所」づくりのための取組の推進 
○ボランティアコーディネーター養成研修の充実 

○災害ボランティアセンターの運営マニュアルの充実 

主な施策例 

 【検討会の概要】 

○ 平成２７年年６⽉月 指針を策定に向けて提⾔言をいただくために設置 

○ 外部有識識者１８名で構成（座⻑⾧長：市川⼀一宏⽒氏 ルーテル学院⼤大学教授） 

【主な提⾔言（平成２７年年１２⽉月）】 

〇 ボランティア活動参加に対する敷居が⾼高いイメージを払しょくするべき 

〇 未経験者が気軽に活動に参加できるインセンティブの付与が有効 

〇 地域の地道な活動に光を当て、周囲に知ってもらうべき 

〇 ⾼高齢者・障害者のボランティア活動は、⾃自⼰己実現や社会参加となる 

〇 都⺠民に提供するボランティア情報には量量・質を確保する必要がある 

〇 短時間でも気軽に参加できるメニュー開発を⾏行行うべき 

〇 家庭、職場と異異なる「第三の居場所」を開拓拓し様々な活動拠点をつくる 

〇 活動機会の増加のため、コーディネーターの数をより増やす必要がある 

〇 ⼤大学等も地域の⼀一員であり、地域と積極的に関わっていくことが必要 

〇 ＮＰＯ活動の役割を皆で理理解し、⽀支援し合う協働した取組を進めるべき 

〇 経済団体も、ボランティア活動の気運を⾼高め、推進に貢献していくべき 

〇 東京ボランティア・市⺠民活動センター機能を⾶飛躍的に⾼高める取組が必要 

４ 共助社会づくりを進めるための検討会提言 

☆東京 2020オリンピック・パラリンピック競技⼤大会を契機に多くの都⺠民が、 

ボランティア活動に参加し、ボランティア⽂文化として定着すること 

☆数値⽬目標：ボランティア⾏行行動者率率率４０％（２０２４年年度度）の達成  

 ※平成２３年年総務省省調査では、都⺠民の⾏行行動者率率率２４.６％ 

２ 東京都長期ビジョンにおける目標 

☆平成２６年年度度内閣府調査 

・ボランティア活動に対する関⼼心の有無 とても⼜又は少しある６２.３％ 

・国・⾃自治体等への要望 １位 情報提供の充実 ２位 活動を結びつける⼈人の養成 

☆平成２３年年総務省省調査 

・都⺠民の年年齢別ボランティア⾏行行動者率率率 ２５歳〜～３４歳が最も低い１７.１％ 

３ ボランティア活動に関する調査結果 

別紙１ 


